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序
本稿の課題は，いわゆるNHK受信料訴訟最高裁大法廷判決（最大判平
成29年12月 6 日民集71巻10号1817頁。以下，単に「本判決」と略記するこ
とがある 1 ））の論理を分析し，それを通じて，放送法64条 1 項の合憲性
1 ）本判決の調査官解説として，冨上智子・法律のひろば71巻 4 号67頁（2018年），ジ
ュリスト1519号32頁（2018年）。また評釈として，平野裕之・新・判例解説 Watch 民
法（財産法） No.140（文献番号z18817009-00-031401555，2017年12月22日掲載），長島
弘・税務事例50巻 1 号37頁（2018年），長谷部恭男・法律時報90巻 2 号 4 頁（2018年），
西土彰一郞・新・判例解説 Watch 憲法 No.136（文献番号z18817009-00-011361577，
2018年 2 月16日掲載），同・論究ジュリスト25号39頁（2018年），武田芳樹・法学セミ
ナー758号95頁（2018年），横山美夏・ジュリスト1519号39頁（2018年），浅妻章如・
ジュリスト1519号45頁（2018年），笹田栄司・法学教室450号137頁（2018年），山田健
太・民放2018年 3 月号22頁，土屋英雄・マスコミ市民2018年 4 月号46頁，池田清治・
法学教室452号44頁（2018年），久保野恵美子・法学教室452号135頁（2018年），川岸
令和・法学教室454号52頁（2018年），木下智史・判例時報2373号 3 頁（2018年），近
江幸治・判例時報2377号121頁（2018年）がある。また，座談会として，宍戸常寿ほ
か・ジュリスト1519号14頁（2018年）がある。さらに，第一審被告代理人による本
判決の論評および最高裁における弁論要旨として，高池勝彦「NHK受信料制度につ
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について考察を行うことである。
放送法64条 1 項（旧32条 1 項。以下単に「本規定」と略記することがあ
る）は，日本放送「協会の放送を受信することのできる受信設備を設置し
た者は，協会とその放送の受信についての契約をしなければならない。た
だし，放送の受信を目的としない受信設備又はラジオ放送……若しくは多
重放送に限り受信することのできる受信設備のみを設置した者について
は，この限りでない」と述べて，テレビジョン放送の受信設備を設置した
者（以下「受信設備設置者」と略記する）に対して，日本放送協会（以下，
本稿ではⅠ章を除き「NHK」と略記する）との受信契約の締結を求めて
いる。最高裁判所大法廷は，2017年12月 6 日に，この規定が単なる訓示規
定にとどまるか，それとも法的強制力を持つ規定なのか，そして，仮に法
的強制力を持つものであるとした場合に，受信契約の締結を強制すること
は憲法（13条，21条，29条）に違反するのかが争われた事案に対して判決
を下した。最高裁大法廷は，前者の問いに対しては，放送法64条 1 項が法
的強制力を持つものであること，そして後者の問いに対しては，同規定が
憲法（13条，21条，29条）には反しないことを，それぞれ判示した。
本判決は，本規定の合憲性について，最高裁（大法廷）が明示的に判断
を下したものとして極めて重要な意義を持つことは論を俟たない。だが，
本判決を子細に検討すると，後述するように，本判決の論理には重大な問
題が伏在する。そして，そのことが結果として，本規定の合憲性について，
再考を要することを示唆していると言えるだろう。以下，本稿は，本判決
の分析と検討を通じて，放送法64条 1 項の合憲性について考察を行う。
はじめに，本判決の事案の概要と下級審判決に触れた上で，本判決の判
いて―最大判平29・12・ 6 を受けて」判例時報2365号18頁（2018年），第一審原告
（NHK）代理人による本判決の論評および最高裁における弁論要旨として，永野剛志
ほか「最大判平29・12・ 6 に至るまでの検討過程と経緯―原告代理人の立場から」
判例時報2365号27頁（2018年）がある。
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旨を紹介する（Ⅰ）。その上で，本判決において示された，放送法64条 1
項の合憲性を支える論理の妥当性を分析，検討する（Ⅱ）。
Ⅰ．NHK受信料訴訟の事案の概要と大法廷判決の判旨
1 ．事案の概要
第一審原告（NHK。以下本章では判決文の表記に従い「原告」と略記）
は，放送法に基づいて設立された法人である。第一審被告（以下単に「被
告」と略記する）は，平成18年 3 月22日から，衛星系によるテレビジョン
放送を受信することのできるカラーテレビジョン受信機をその住居に設置
する者である。
原告は被告に対し，放送受信契約の締結を申込む旨の通知書を送付した
（「本件申込通知」）。本件申込通知は平成23年 9 月21日に被告に到達した。
しかし，被告は本件申込通知による申込に対して承諾をしなかった。
そこで原告は被告に対し，⒜主位的請求として，本規定により本件申
込通知が到達した時点で受信契約が成立しているとして，受信設備設置月
の翌月から受信料の支払を求めた。また，⒝予備的請求として，①本規定
に基づく受信契約締結義務の履行を遅滞しているとして債務不履行に基づ
く損害賠償（上記主位的請求における受信料相当額）の支払（予備的請求
1 ），②本規定に基づき，被告は原告からの受信契約申込に対する承諾義
務があるとして，承諾の意思表示をすること，および当該承諾により成立
する受信契約に基づいて発生する受信料（上記主位的請求における受信料
相当額）の支払（予備的請求 2 ），そして③受信機を設置したにもかかわ
らず受信契約を締結しなかったことにより，法律上の原因のない，かつ原
告の損失により利得した受信料相当額についての不当利得の返還（予備的
請求 3 ），を求めて訴えを提起した。
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第一審は，予備的請求 2 について認容し，被告に対して受信料相当額の
支払いを命じた（民集71巻10号1891頁）。控訴審も第一審の判断を維持し
た（民集71巻10号1916頁）。被告が上告するとともに，原告，被告両者が
上告受理申立を行った。
2 ．大法廷判決の判旨
最高裁判所大法廷は，本件各上告を棄却した。本判決では，本規定の意
義および合憲性のほか，原告からの受信契約申込に対する承諾の意思表
示を命ずる判決が確定し，それによって受信契約が成立した場合における
受信料債務の範囲について，および受信契約に基づいて発生する受信設備
設置の月以降の受信料債権の消滅時効の起算点について判断が示されてい
る。本稿では，表題にあるように，本規定の合憲性を考察対象とする。し
たがって，ここでは（本規定の合憲性を論じる前提となる）本規定の意義，
および本規定の合憲性についての判旨を紹介する。なお，ここで紹介する
判旨には，本稿における引用・言及の便宜から適宜⒜ないし⒦の段落番号
を付けている。本稿でこれらの判旨に言及する際には，「判旨⒜」ないし
「判旨⒦」として言及する。
⑴　本規定の意義について
本判決は，まず本件規定の意義につき，大略以下のように述べる。
⒜　「放送は，憲法21条が規定する表現の自由の保障の下で，国民の知る
権利を実質的に充足し，健全な民主主義の発達に寄与するものとして，
国民に広く普及されるべきものである」。放送法が 1 条に掲記する事項
を目的に制定されたのは，かかる「放送の意義を反映したものにほかな
らない」。
⒝　この目的を実現するために放送法は「公共放送事業者と民間放送事業
者とが，各々その長所を発揮するとともに，互いに他を啓もうし，各々
その欠点を補い，放送により国民が十分福祉を享受することができるよ
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うに図るべく，二本立て体制を採ること」とし，その「二本立て体制
の一方を担う公共放送事業者として原告を設立」して，その目的，業務，
運営体制等を前記のように定め，原告を，民主的かつ多元的な基盤に基
づきつつ自律的に運営される事業体として性格付け，これに公共の福祉
のための放送を行わせることとしたものである」。放送法が原告に対し
て営利目的の業務及び他人の営業に関する広告放送を禁止し，「事業運
営の財源を受信設備設置者から支払われる受信料によって賄うこととし
ているのは，原告が公共的性格を有することをその財源の面から特徴付
けるものである」。すなわち，この「財源についての仕組みは，特定の
個人，団体又は国家機関等から財政面での支配や影響が原告に及ぶこと
のないようにし，現実に原告の放送を受信するか否かを問わず，受信設
備を設置することにより原告の放送を受信することのできる環境にある
者に広く公平に負担を求めることによって，原告が上記の者ら全体によ
り支えられる事業体であるべきことを示すものにほかならない」。
⒞　原告の存立意義と原告の事業運営の財源を受信料によりまかなうこと
の趣旨が「国民の知る権利を実質的に充足し健全な民主主義の発達に寄
与することを究極的な目的とし，そのために必要かつ合理的な仕組みを
形作ろうとするものであること」に加え，「放送法の制定・施行に際し
ては，旧法下において実質的に聴取契約の締結を強制するものであった
受信設備設置の許可制度が廃止されるものとされていたことをも踏まえ
る」と，本件条項は「原告の財政的基盤を確保するための法的に実効性
のある手段として設けられたものと解されるのであり，法的強制力を持
たない規定として定められたとみるのは困難である」。
⒟　そして本件規定が「受信設備設置者は原告と『その放送の受信につい
ての契約をしなければならない』と規定していることからすると，放
送法は，受信料の支払義務を，受信設備を設置することのみによって発
生させたり，原告から受信設備設置者への一方的な申込みによって発生
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させたりするのではなく，受信契約の締結，すなわち原告と受信設備
設置者との間の合意によって発生させることとしたものであることは明
らか」である。本件規定は，「旧法下において実質的に聴取契約の締結
を強制するものであった受信設備設置の許可制度が廃止されることから，
受信設備設置者に対し，原告との受信契約の締結を強制するための規定
として」設けられたものと解される。放送法自体に「受信契約の締結の
強制を実現する具体的な手続は規定されていないが，民法上，法律行為
を目的とする債務については裁判をもって債務者の意思表示に代えるこ
とができる旨が規定されて」いること（民法414条 2 項但書），放送法制
定当時の民事訴訟法では「債務者に意思表示をすべきことを命ずる判決
の確定をもって当該意思表示をしたものとみなす旨が規定されていた」
こと（同法旧736条。現在の民事執行法174条 1 項本文と同旨）からする
と，本件規定の受信契約の締結の強制は，上記の民法等の各規定により
実現されるものとして規定されたと解するのが相当である。
⒠　「放送法による二本立て体制の下での公共放送を担う原告の財政的基
盤を安定的に確保するためには，基本的には，原告が，受信設備設置者
に対し，同法に定められた原告の目的，業務内容等を説明するなどして，
受信契約の締結に理解が得られるように努め，これに応じて受信契約
を締結する受信設備設置者に支えられて運営されていくことが望ましい。
そして，現に，前記のとおり，同法施行後長期間にわたり，原告は，受
信設備設置者から受信契約締結の承諾を得て受信料を収受してきたとこ
ろ，それらの受信契約が双方の意思表示の合致により成立したものであ
ることは明らかである」。また，放送法は「任意に受信契約を締結しな
い者について契約を成立させる方法につき特別な規定を設けていないの
であるから，任意に受信契約を締結しない者との間においても，受信契
約の成立には双方の意思表示の合致が必要というべきである」。
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⑵　本規定の合憲性について
次いで本判決は大略次のように述べて本件規定の合憲性を肯定した。
⒡　まず，本件規定が「契約の自由，知る権利及び財産権等を侵害し，憲
法13条，21条，29条に違反する」との論旨の趣旨を「①受信設備を設置
することが必ずしも原告の放送を受信することにはならないにもかかわ
らず，受信設備設置者が原告に対し必ず受信料を支払わなければならな
いとするのは不当であり，また，金銭的な負担なく受信することのでき
る民間放送を視聴する自由に対する制約にもなっている旨」及び「②受
信料の支払義務を生じさせる受信契約の締結を強制し，かつ，その契約
の内容は法定されておらず，原告が策定する放送受信規約によって定ま
る点で，契約自由の原則に反する旨」であると整理した。さらに①が
「放送法が，原告を存立させてその財政的基盤を受信設備設置者に負担
させる受信料により確保するものとしていることが憲法上許容されるか
という問題」，②が「①が許容されるとした場合に，受信料を負担させ
るに当たって受信契約の締結強制という方法を採ることが憲法上許容さ
れるかという問題」であると指摘する。
⒢　そのうえで①については次のように述べる。すなわち，「電波を用い
て行われる放送は，……元来，国による一定の規律を要するものとされ
てきた」といえる。放送は，現行の放送法施行前では行政権の広範な自
由裁量によって監理統制されていたが日本国憲法下において，このよう
な状態を改めるべきこととなった。もっとも「具体的にいかなる制度を
構築するのが適切であるかについては，憲法上一義的に定まるものでは
なく，憲法21条の趣旨を具体化する前記の放送法の目的を実現するのに
ふさわしい制度を，国会において検討して定めることとなり，そこには，
その意味での立法裁量が認められてしかるべきであるといえる」。
⒣　そして，前述した「二本立て体制」および「公共放送事業者」として
の原告を存立させ，かつ「これを民主的かつ多元的な基盤に基づきつつ
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自律的に運営される事業体たらしめるためその財政的基盤を受信設備設
置者に受信料を負担させることにより確保するものとした仕組み」は
「憲法21条の保障する表現の自由の下で国民の知る権利を実質的に充足
すべく採用され，その目的にかなう合理的なものであると解され」，か
つ，「放送をめぐる環境の変化が生じつつあるとしても，なおその合理
性が今日までに失われたとする事情も見いだせないのであるから，これ
が憲法上許容される立法裁量の範囲内にあることは，明らかというべき
である。このような制度の枠を離れて被告が受信設備を用いて放送を視
聴する自由が憲法上保障されていると解することはできない」。
⒤　次いで②については，「受信料の支払義務を受信契約により発生させ
ることとするのは，……原告が，基本的には，受信設備設置者の理解を
得て，その負担により支えられて存立することが期待される事業体であ
ることに沿うものであり，現に，放送法施行後長期間にわたり，原告が，
任意に締結された受信契約に基づいて受信料を収受することによって存
立し，同法の目的の達成のための業務を遂行してきたことからも，相当
な方法であるといえる」。
⒥　また，「任意に受信契約を締結しない者に対してその締結を強制する
に当たり，放送法には，締結を強制する契約の内容が定められておらず，
一方当事者たる原告が策定する放送受信規約によってその内容が定めら
れることとなっている点」については，放送法の「予定している受信契
約の内容は，同法に定められた原告の目的にかなうものとして，受信契
約の締結強制の趣旨に照らして適正なもので受信設備設置者間の公平が
図られていることを要するものであり，放送法64条 1 項は，受信設備設
置者に対し，上記のような内容の受信契約の締結を強制するにとどまる
と解されるから，前記の同法の目的を達成するのに必要かつ合理的な範
囲内のものとして，憲法上許容されるというべきである」。
⒦　以上からすれば，本件規定は放送法「に定められた原告の目的にかな
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う適正・公平な受信料徴収のために必要な内容の受信契約の締結を強制
する旨を定めたものとして，憲法13条，21条，29条に違反するものでは
ないというべきである」。
（なお，木内道祥裁判官の反対意見のほか，岡部喜代子，鬼丸かおる両裁判官それぞ
れの補足意見，小池裕，菅野博之両裁判官による補足意見がある。）
Ⅱ．考察
1 ．放送法64条 1 項の意義―訓示規定か，それとも法的義務を課した
規定か―
前述の通り，本規定はテレビジョン放送の受信設備設置者に対して，
NHKとの間でNHKの「放送の受信についての契約をしなければならな
い」と定める。そもそも，これは受信設備設置者に対してNHKとの間で
受信契約を締結する法的義務を課した規定なのか，それとも，単なる訓示
規定にとどまるものなのか。本規定の合憲性を論じるに当たり，まずこの
点を考える必要がある。はじめに，本規定の沿革，そして本規定の意義に
ついてのこれまでの議論を簡単に確認し（本節⑴ないし⑶），それを踏ま
えた上で，本判決の判旨を検討する（本節⑷）。
⑴　現行の受信料制度の背景 2 ）
いわゆる「電波三法 3 ）」の制定・施行前に通用していた旧無線電信法
のもとにおいては，（ラジオ）放送用受信機の設置は国の許可を要するも
2 ）以下本項の記述については，日本放送協会編『放送50年史』（日本放送出版協会，
1977年），日本放送協会編『20世紀放送史（上）』（日本放送出版協会，2001年），内川
芳美『マス・メディア法政策史研究』335-336頁（有斐閣，1989年），村上聖一「放送
法・受信料関連規定の成立過程」放送調査と研究64巻 5 号32頁（2014年）を参照。
3 ）1950年に制定された，電波法（昭和25年法律第131号），放送法（昭和25年法律第
132号），電波監理委員会設置法（昭和25年法律第133号。1952年に廃止）の三法のこと。
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のとされていた。そして，放送用受信機の設置に際して，国に対する受信
施設の許可願に現在のNHKの前身たる社団法人日本放送協会との聴取契
約書を添付することが求められた。かかる許可を受けなかった施設は「不
法施設」として，摘発取り締まりの対象となっていた。旧法下における
受信契約の強制は，このような強力な制度的裏付けのともなうものであっ
た 4 ）。しかし，電波三法の下において，受信機設置の許可制が廃され，
受信契約はそれまでの「行政上の裏づけ」を失う。ひるがえって，NHK
は「不偏不党の立場」を守るために広告放送と営利行為を禁止されている。
また国庫からの支出を「あてにしたのでは，言論機関としての独立性を
そこなう」ことになる。ゆえに，放送法旧32条 1 項（現64条 1 項）を設け，
この条項によって「受信契約の義務が明文化され，これまでのような強制
契約の実質を確保することになった」のである 5 ）。
⑵　本規定の意義をめぐる従来の学説
従来，本規定（および，旧規定たる放送法旧32条 1 項）は，端的に受信
設備設置者に対して契約締結を法的に強制するものと理解されていたと評
しうる。もっとも，受信設備設置者が契約に応じない場合や契約を締結し
たものの契約者たる受信設備設置者が受信料を支払わない場合においてど
のように契約締結や契約の履行を強制するかについて，放送法はなんら格
別の規定を設けていない。そこで，本規定の実効性確保という点について
は，民事法によって解決されるべきものとされてきた 6 ）。
4 ）日本放送協会編・前掲注（ 2 ）『放送50年史』298頁は，かかる仕組みにつき「旧来
の受信契約は行政上の裏づけを持った事実上の強制契約であった」と指摘する。
5 ）日本放送協会編・前掲注（ 2 ）『放送50年史』298頁。
6 ）たとえば，田中正人＝平井正俊『放送行政法概説』121頁（電波振興会，1960年）
は，「現行法は，協会の財源の基礎となる受信料制度として，法による契約の強制と
いう制度をとつている」とする（ただし，あわせて同書123頁は，受信設備設置者が
契約を締結しない場合や契約を締結した者が受信料を支払わない場合について，法は
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問題は，では，なぜ本規定によって受信契約の締結強制が許されるのか，
という点である。受信契約の締結強制（および，締結された受信契約に基
づく受信料支払債務）の合理性の根拠としては，「NHKの自主的財源の確
保及び負担の公平」7 ）が挙げられる。では，なぜ，自主的財源を，受信設
備設置者から公平に確保しなければならないのか。放送行政に携わった論
者からは，本規定は「公共的機関である協会を設立し，全国あまねく豊か
で良い番組を放送させ，その費用を国民が公平に分担するという法律の趣
旨」に適合するものと説明される 8 ）。
また，ある論者は受信契約の締結を義務づける現行法制の合理性を次の
ように説いている。すなわち，日本の放送制度で採用されている，いわゆ
る「二本立て体制」，すなわち「極端な公共財であるがゆえに価格メカニ
ズムが適切な配分を行いえない放送サービス」を提供するにあたり，「広
告料を財源とする放送機関と受信料あるいは税金を財源とする放送機関と
を併存させるという制度」では，「番組の多様性や質の維持を図るための
対処」として「受信料等，広告を財源としない放送機関」の存在が求めら
れる。こうした放送機関を併存させることが「視聴者全体の利益に貢献し
ている以上，実際に個々の視聴者がNHKを視聴するか否かにかかわらず，
何ら規定していないことから，「協会と聴取者の私法上の問題として，民事法によつ
て解決さるべき」とも指摘する）。荘宏『放送制度論のために』（日本放送出版協会，
1969年）もまた，本規定をもって受信設備設置者に「受信契約締結の義務を，法は課
した」ものであること（253頁），契約をしない者に対しては民事訴訟の手続を通じて
強制されるべきことを指摘する（256頁を参照）。また，金澤薫『放送法逐条解説』
176頁（情報通信振興会，改訂版，2017年）も，「受信契約は公法上の契約ではなく，
私法上の契約」であって，「受信料の支払いを遅延した場合等の事態が生じた場合は，
民事訴訟法の定める手続きによる」とする。
7 ）塩野宏「受信料の法的性格」『放送法制の課題（行政法研究（ 6 ））』264頁（有斐閣，
1989年）。
8 ）金澤・前掲注（ 6 ）175頁。
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受信設備を設置した者すべてに受信契約義務を課す現在の法制には，合理
的な根拠がある」という 9 ）。「番組の多様性や質の維持」（あるいは「豊
かで良い番組を放送」すること）を期して，民間放送とは異なり広告料に
は依らず，他方で国からの拠出金に依らず自主的な運営を行う放送局（こ
の場合はNHK）の運営を確保することを意図して受信設備設置者に対し
て受信契約の締結を義務づける，といったような本規定についての理解の
仕方は，下級審判決においてもしばしば見られてきた10）。
⑶　法的強制力を否定する近時の民法学説
前述のように従来，本規定（およびその旧規定たる放送法旧32条 1 項）
は端的に受信設備設置者に対して契約締結を法的に強制するものと理解さ
れていたように思われる11）。
しかし，近時の民法学説においては，本規定が法的強制力を持つ規定で
9 ）長谷部恭男『テレビの憲法理論』151-152頁（弘文堂，1992年）。
10）たとえば，東京地判平成27年 6 月 5 日D1-Law.com判例ID29021973，東京地判平成28
年 1 月29日D1-Law.com判例ID28242201，東京高判平成29年 2 月 2 日D1-Law.com判例
ID28243284，水戸地判平成29年 5 月25日D1-Law.com判例ID28251618。
11）もっとも，本規定の前身たる放送法旧32条1項の規定の仕方や正当化の仕方につ
いて，疑義が示されなかったわけではない。永田一郎「放送法令における諸問題
（二）」『行政法に関する諸問題』522-523頁（1975年）は，「受信契約の強制に関する
規定の表現について問題が多」く，「契約の強制に関して理論構成が困難であり，そ
の内容の表現も苦心を伴う」と指摘した上で，現行規定（当時の放送法32条 1 項）は
「強制と言っても，契約の締結という段階についての強制であり，契約の当然な締結
を意味するものとはいいえない」と評価する。また，河野弘矩「NHK受信契約」遠
藤浩＝林良平＝水本浩監修『現代契約法大系（ 7 ）サービス・労務供給契約』243頁
（有斐閣，1984年）は，「申込強制は受信者に課せられた強度の制限」であり，「さら
に受信契約の内容が情報サービスであることから，一部疑義が生ずる」と指摘した上
で，「受信者の意思を反映せしめる制度」の在り方について再検討すべき時期が到来
しており「その結果しだいでは，申込強制を課した放送法32条 1 項の説得のための法
理となりうるものとも考えられよう」と述べる。
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あるとすることにつき疑義を唱える見解が少なくないことに留意すべきで
あろう（民法研究者からは，本規定につき私法上の効力を肯定する見解は
「むしろ少数である」12）との評価もある13））。そこでは，民法の見地にとど
まらず，憲法的見地をも踏まえたうえで疑問を示す見解が複数存在してい
ることにも注意しなければならない。以下，近時の民法学説を概観する14）。
ⅰ．法的強制力を否定する近時の民法学説
たとえば，ある論者は，本規定（の前身である放送法旧32条 1 項）の私
法上の効果につき検討を加えている15）。そこでは，本規定を，事業者に対
する契約締結の強制および自動車損害賠償保障法による強制保険の制度
（付保義務）と対比しながら，民法理論にいわゆる「取締法規違反の行為
の私法上の効力」の問題を参照しつつ，「放送法32条 1 項違反には直罰規
定どころか，監督官庁による勧告や指示，命令等の行政措置その他の制裁
規定はいっさい存在しない」16）ことを指摘したうえで，最終的には立法者
意思の探求が必要ではあるにせよ，本規定は，「NHKの公共放送としての
経営の維持を視聴者の自発的協力の下に行うことが適切であり，そのよう
12）池田・前掲注（ 1 ）47頁。
13）なお，池田・前掲注（ 1 ）50頁は，本規定を「締約強制を定めた規定と解しても，
憲法違反ではなかろうが，訓示規定と解しても，もちろん，憲法違反ではない。つま
り憲法違反ではない 2 つの解釈のうち，いずれがより合理的かが問われているわけで，
近時の消費者法学の進展をみるなら，現在の形態での締約強制の合理性には疑わしい
面がある」と指摘する。
14）なお，以下における民法学説の整理については，齋藤雅弘『電気通信・放送サービ
スと法』353-355頁（弘文堂，2017年），池田・前掲注（ 1 ）47頁，近江・前掲注（ 1 ）
124-125頁を参照。
15）松本恒雄「締約強制の私法上の効果―放送法32条 1 項における受信契約を素材とし
た公私協働論に向けて」川村正幸先生退職記念『会社法・金融法の新展開』415頁以
下（中央経済社，2009年）。
16）松本・前掲注（15）437頁。
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に自発的な協力をすべき国民の努力義務」17）を定めた訓示規定と解するの
が適切であるとする18）。
また，別の論者は，契約自由を制限する根拠から契約の締結強制の構造
を明らかにする，という視角からの研究において，受信設備設置者に対し
てNHKとの受信契約の締結を強制する本規定の合理性を分析する19）。そ
こでは，「契約締結の自由は，基本的人権として保障されており，国家に
よる私人の権利に対する制限が許容されるのかが問題となる」こと，そし
て比例原則が「契約の強制的締結を導くことが，受信者の基本的人権に対
する過剰な介入に当たるか否かを判断し，締約強制の限界を画する機能を
有している」ことを指摘したうえで20），比例原則の枠組み（適合性の原則，
必要性の原則，均衡性の原則）を用いて本規定による受信契約の締結強制
の妥当性を検討する。そして，本規定による受信契約の締結強制は，適合
性，必要性を満たすものの，均衡性を満たしておらず，従って「受信者の
有する基本的人権に対する国家による過剰な介入を認めるものにほかなら
ず違憲となる解釈である」と帰結する。
また，次のような指摘をする論者もいる。すなわち，「日本民法の解釈
として契約締結強制が認められるか否かの問題」21）のひとつとして本規定
を取り上げる。そして，本規定の目的が「受信者の公平な負担に基づく受
17）松本・前掲注（15）438頁。
18）なお，この見解に対しては「罰則規定がないということから，直ちに訓示規定とい
うことはできないであろう」という指摘が加えられている。近江・前掲注（ 1 ）124頁。
平野裕之「放送法64条 1 項と民法414条 2 項但書」法学研究87巻 1 号31頁（2014年）も，
「罰則がないから強制ではないという理由づけには賛成しない」とする。
19）谷江陽介『締約強制の理論―契約自由とその限界―』第 4 章第 2 節「 4 要件の枠
外にある問題―放送法64条 1 項に関する裁判例の批判的検討」（118-156頁）（成文堂，
2017年）。
20）谷江・前掲注（19）141頁。
21）伊藤知義「契約締結の強制について」中央ロー・ジャーナル 9 巻 4 号44頁（2013年）。
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信料の確保とそれを通じたNHKの経営基盤の確立・安定」であって，「そ
れはNHKにとっては組織の維持・発展に関わる利益であるし，公共放送
の果たす役割から考えても，その利益を保護する必要性は高い」と指摘す
る22）。しかし，「それは漁業権を行使したい者や水道を利用したい者が享
受しようとする死活的な権利や利益とまではいえ」ず，「NHKが受ける利
益」が「契約締結強制の方法によらなくても，他の方法による要件が満た
されるなら，その目的を達成することが可能」だとするならば，契約の強
制的締結を認める必要性は「相対的に軽いだろう」と論じる23）。
さらに別の論者は，本規定が受信機設置者に契約締結義務を限定してい
ることから，「利用しようという者」に対してのみ料金を負担させるだけ
であって問題ないように思われるが，しかし，無料の民放だけを見たい者
などにとってはNHKを利用しないという自由が保障されておらず，結果
として「受信契約をしたくなければ，民放を見ないという選択しかできず，
民放を見る自由が実質的に侵害されている」24）ことを重視し，「結論として
は，放送法64条 1 項は義務ではなく罰則を以て強制できるものではな」く，
「立法者……が主観的には強制可能と考えていたとしても（租税類似の負
担金という理解からそう考えていた可能性は高い），そのような効力をこ
の立法に付与することは認められない」と主張する25）。
また，次のような主張をする論者もいる。すなわち，「私的自治の原則
からみて契約成立を正当化し得る事情が存在するのかを慎重に検討する
必要があ」るとしたうえで，「締約強制がなされる典型的な場面というの
は，相手方の選択の自由が供給者側の事情によって機能しない場合の補償
22）同前。
23）同前。
24）平野・前掲注（18）30頁。
25）平野・前掲注（18）31頁。
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として考えることができる」という26）。そして，受信契約の場合，「給付
の緊急性に欠けるうえに，受信者の生存上実質的に選択の自由がないとい
うわけではない」こと，また，NHKの側にしても「個別具体的な受信者
との契約が強制されないと，NHKの存立が直ちに危ぶまれるわけではな
い」こと，さらに，受信契約の場合「受信者に契約締結が強いられてい
る」が，受信者側には「供給業者のような独占や強い公共性は存在しない
し，NHKの実質的契約自由の制限が受信者側に由来するという事情もな
い」ことを指摘した上で，「NHKに公共性があるからといって当然に，水
道供給等の場合の逆の構図が当てはまるわけではない」と論じて27），本規
定による契約締結義務を否定的に解している。
ⅱ．「契約自由の原則」と本規定の整合性―近時の民法学説の問題意識―
本稿筆者の能力上の問題から，本稿では民法学説については，上記のご
とく簡単に紹介することで，本規定に法的強制力を認める見解に対する疑
義が主張されていることを確認した上で，以下これらの見解を踏まえてご
く簡単な指摘を加えるにとどめたい。
上記した諸学説は，いずれも本規定の私法上の効力を否定的に解する見
解であるが，その理由付けには違いが見られる。取締法規違反の行為の私
法上の効力の問題という角度から分析する見解，民法理論との整合性の見
地から分析する見解，そして憲法秩序との関係を視野に入れて分析する見
解と様々である28）。
ただ，いずれの見解に立とうとも，「契約自由の原則」と本規定とが整合
しうるのか，という点を意識した考察であると評することは許されるだろう。
従来から民法学説によって指摘されてきていることではあるが，本規定を文
26）内山敏和「東京高判平成25年10月30日および東京高判平成25年12月18日判批」現代
消費者法24号98頁（2014年）。
27）同前。
28）こうした学説の整理は，齋藤・前掲注（14）353-354頁を参照。
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字通り受信契約の締結を法的に強制する規定であるとするならば，それは私
法上の大原則の一つである契約自由の原則との関係で大きな問題を含みこん
でいる。ここに確認してきた近時の民法学説は，契約の締結を強制するとい
うことが，契約自由の原則を基礎に据える近代私法体系においてかなり異質
なものであること，また，契約の締結強制が圧倒的に多くの場合，公益的な
事業を営む者に対して課されているものであることを指摘した上で，本規定
がサービスの提供を受ける側に対して契約の締結強制を課している点を問題
視していたと言える。換言すれば，本規定の意義を問い，明らかにすると言
うことは，極めて異例な受信契約の締結強制が，民法の基本原理である契約
自由の原則との関係でいかなる意味を持つものなのか，という，民法理論的
に極めて原理的な問題を取り扱うことを意味するはずである。
⑷　本判決の判旨とその検討
本判決は，判旨⒞において，NHKの存立意義と事業運営の財源を受信
料によりまかなうことの趣旨に加えて，「放送法の制定・施行に際しては，
旧法下において実質的に聴取契約の締結を強制するものであった受信設備
設置の許可制度が廃止されるものとされていたこと」をも踏まえたうえで，
本規定はNHKの「財政的基盤を確保するための法的に実効性のある手段
として設けられたもの」であるとし，本件規定の法的強制力を肯定してい
る。この理由付けは，先に紹介した従来の見解を概ね踏襲するものである
と評価して良いだろう。もちろん，いわゆる「二本立て体制」を基礎と
して受信契約の締結を強制することの合理性は別途問題となり得る。また，
先に紹介した近時の民法学説が提示する疑義に対して，本判決が示した程
度の理解が適切か否かについては，議論の余地はあろう。
さらに，民法学説においては，受信料の性質につき，いわゆる「特殊な
負担金」であるとの理解29）に立った場合，そこには「厳密な対価関係は存
29）『臨時放送関係法制調査会答申書』81-82頁（1964年）は，受信料は「NHKの業務
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在しておらず，公共放送の特殊性からその維持のための財源を受益者たる
受信者に求めている」ことになるが，「このような負担金拠出契約をなぜ
強制しうるかは，民法理論からこれを導出することはできず，かつ私的自
治の原則との関連で十分な正当化根拠が必要であろう」30）との指摘も存在
していた31）。
本判決は，判旨⒝において次のように述べている。すなわち，「事業運
営の財源を受信設備設置者から支払われる受信料によって賄うこととし
ている」のは，「特定の個人，団体又は国家機関等から財政面での支配や
影響が原告に及ぶことのないようにし，現実に原告の放送を受信するか否
かを問わず，受信設備を設置することにより原告の放送を受信することの
を行うための費用の一種の国民的な負担であつて，法律により国がNHKにその徴収
権を認めたものである。国がその一般的な支出に当てるために徴収する租税ではなく，
国が徴収するいわゆる目的税でもない。国家機関ではない独特の法人として設けられ
たNHKに徴収権が認められたところの，その維持運営のための『受信料』という名
の特殊な負担金と解すべきである」とする。政府による受信料の性質についての理解
もこの考えによる。2016年 2 月26日の第190回国会衆議院総務委員会における渡辺周
委員の質疑に対する高市早苗総務大臣の答弁（「第190回国会衆議院総務委員会会議
録」 5 頁）や，本判決の後の2018年 3 月29日に行われた第196回国会参議院総務委員
会における古賀友一郎委員の質疑に対する山田真貴子政府参考人（総務省情報流通行
政局長）の答弁（「第196回国会参議院総務委員会会議録第 5 号」20頁）を参照。
30）内山・前掲注（26）97頁。
31）なお，塩野宏「受信料をめぐる法的問題点」塩野・前掲注（ 7 ）267-268頁は，先
に本稿脚注（29）で引用した『臨時放送関係法制調査会答申書』における受信料の性質
についての見解は「注意深く『特殊な』とか『一種の』という形容詞を付してはいる」
が，しかし，「少なくとも現在の受信料が，……行政法学上の（受益者）負担金に正
確には，該当しないことは明らか」だと指摘した上で，「NHKの放送サービスの享受
（ないしその可能性）を重要なモーメントとすることによって，対価的性格を全く否
定し去ることはできないが，他方，NHK設立の趣旨及び受信料の定め方等に鑑みれば，
費用分担的性格をもつこと」を明らかにしておけば，認識論としても解釈論としても
十分である旨述べる。
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できる環境にある者に広く公平に負担を求めることによって，原告が上記
の者ら全体により支えられる事業体であるべきことを示すもの」であると。
こうした認識を採用している本判決に対しても，前述した指摘は妥当する
だろう。先の民法学説による指摘との関係でも，本規定の意義はどれほど
の説得力を持つのか，検討を要するはずである。
本稿では以上の点とは別に，本規定が法的強制力を持つものであること
を理由付けるにあたり，本判決が判旨⒞で「旧法下において実質的に聴取
契約の締結を強制するものであった受信設備設置の許可制度が廃止され
るものとされていたことをも踏まえる」としている点に注目を向けたい32）。
先に概観した沿革からすれば，本規定が法的強制力を有する規定か否かを
めぐる根拠として，これが持ち出されること自体は不思議ではない。そし
て，これはあくまでも本規定の趣旨の解釈であって，こうした趣旨を含
む本規定が憲法上合理性を有するか否かは別途判断されるべき事柄である
ことはもちろんである。だが，いわゆる「電波三法」制定・施行時に放送
行政に携わった行政官が「受信機を設置する場合には放送局と契約して一
定の料金を支払うという既に定立された国民的慣行を土台とし，国民の立
場から見た場合には新法（電波法・放送法）の時代となっても旧制をその
まま継続しているのと事実上変りがないようにしようとした」33）と評して
いること，しかも判旨⒢が指摘するように，その「旧制」において放送は，
現行の放送法施行前では行政権の広範な自由裁量によって，番組内容に対
する検閲等の取り締まりをはじめとして監理統制が行われていたことを考
えると，本規定の趣旨を明らかにするに際して，旧法との連続性が適切な
根拠となり得るのかについては，疑義を呈する余地もあろう。
32 ）笹田・前掲注（ 1 ）137頁は，「旧法下の『許可制度』」と本規定の「連続性から締結
強制のベースを構築する手法は興味深いが，なお検討が必要である」と指摘する。
33）荘・前掲注（ 6 ）256頁。
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2 ．放送法64条 1 項の合憲性
本判決は，放送法64条 1 項が受信設備設置者に対してNHKとの受信契
約を締結することを法的に義務づける規定であることを前提として，前記
判旨⒡で示されているように，被告による「契約の自由，知る権利及び財
産権等を侵害し，憲法13条，21条，29条に違反する」との論旨を，受信料
支払の強制の妥当性の問題と，受信契約締結強制の妥当性の問題とに「整
理」したうえで，さらにそれらが「放送法が，原告を存立させてその財政
的基盤を受信設備設置者に負担させる受信料により確保するものとしてい
ることが憲法上許容されるかという問題」，そして「受信料を負担させる
に当たって受信契約の締結強制という方法を採ることが憲法上許容される
かという問題」であるとした。そして判旨において紹介し，またこのあと
の分析でも触れるように，最高裁はこれらの問題に対する見解を示す形で，
本規定が憲法13条，21条，29条に反しないとする判断を示したわけである。
そもそもこの整理の仕方が果たして妥当なのか自体も議論の余地があり
そうだが，その点はさておくとしても，従来，「憲法学において，NHK受
信料制度について明確に違憲論を主張する見解はこれまで存在しなかっ
た」34）との指摘もある中で35），最高裁が本規定の合憲性について明確な判
断を示したこと自体の意義は大きい。だが，もちろんそのことと，本判決
の論理の妥当性とは別の問題である。
34）木下・前掲注（ 1 ）3頁。
35）もちろん，受信料制度の合理性そのものを論じる見解がなかったわけではない。た
とえば，長谷部・前掲注（ 9 ）154-155頁。また，憲法学において受信料制度の合憲性
そのものを問い直す成果がなかったわけではない。土屋英雄『NHK受信料は拒否で
きるのか 受信料制度の憲法問題』第 3 章「受信料制度の憲法問題」（69-94頁）（明石
書店，2008年）は，憲法が保障する「思想・良心の自由」「表現の自由―知る権利
―」そして「幸福追求権―自己決定権―」という三つの権利と受信料制度との
「抵触性」の問題を考察する。
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最高裁が指摘する「放送法が，原告を存立させてその財政的基盤を受信
設備設置者に負担させる受信料により確保するものとしていることが憲法
上許容されるかという問題」については，前記判旨⒢から⒣にあるように，
放送制度をめぐっては立法裁量が認められることを指摘したうえで，「二
本立て体制」と「公共放送事業者」としてのNHK存立のための財政的基
盤を受信料によって確保する仕組みが「憲法21条の保障する表現の自由の
下で国民の知る権利を実質的に充足すべく採用され」たもので，「その目
的にかなう合理的なもの」であって，「憲法上許容される立法裁量の範囲
内にあることは，明らか」だと述べる。そして注意を要するのは，「この
ような制度の枠を離れて被告が受信設備を用いて放送を視聴する自由が憲
法上保障されていると解することはできない」とされている点である。こ
こから本判決は，「民間放送を金銭的負担なく視聴する自由」といった
権利ないし自由が「憲法上保障されるものではないとの立場に立ってい
る」36）と推察される。ある論者の言を借りれば，「個人の放送の視聴の自
由」は「制度に従属する形で認められるにすぎない」というわけである37）。
この点については，「公共放送の維持運営はその模範機能により民間放送
の番組のみを視聴する者の利益にもなっていることに考えを及ぼすならば，
本判決の指摘する通り，制度の枠を離れて民間放送を視聴する自由が憲法
上保障されているとは言い難い」38）とする評価もある。
かかる論旨にはさしあたって二点の疑問を呈しうる。
⑵　「放送の自由」と「放送を視聴する自由」
第一に，最高裁が電波の有限性に着目して「元来，国による一律の規律
を要するものとされてきた」ことを踏まえたうえで，具体的な放送制度の
36）冨上・前掲注（ 1 ）法律のひろば71頁。
37）川岸・前掲注（ 1 ）56頁。
38）西土・前掲注（ 1 ）新・判例解説Watch 4頁。
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内容について立法裁量が認められてしかるべきである，としている点につ
いて生じる疑問である。
確かに従来放送制度をめぐっては，とりわけ憲法学では「放送の自由」
という名目で，表現の自由が保障される現行憲法の下，放送に対する特殊
な制約が認められる根拠について論じられてきた39）。そして，その理由の
一つとして，いわゆる電波有限論（有限稀少説）40）が持ち出されてきたこ
とも周知の通りである。
しかし，注意を要するのは，「放送の自由」という名目の下に展開され
てきた議論は，主に「放送をする
0 0 0
自由」のことを念頭においてなされてき
たものであった，という点である。そして電波有限論も，あくまで放送を
する自由に対する特殊な制約の根拠として語られてきたものである。
2010年改正によって放送の定義につき公衆によって直接受信されること
を目的とする「無線通信の送信」（旧 2 条 1 号）から「電気通信」の「送信」
と変更された今日において放送に対する特殊な規制の根拠として電波有限
論がどこまで通用するのか，という問題41）はいったん横に置き，また，こ
の観点から放送をする自由に対する規制が許容される，という考えもいっ
たん受け入れる。さらに，最高裁が述べるように，放送する自由が制度依
存的なものであることも認めるとする。その上で，なお，放送をする自由
に対する特殊な制約が許されるからといって，そのことが放送を視聴す
る側の自由のありように当然に直結するわけではないのではないか，とい
39）たとえば，芦部信喜『憲法学Ⅲ 人権各論（ 1 ）』301-314頁（有斐閣，増補版，2000
年），長谷部・前掲注（ 9 ）第 2 章（67-114頁）（弘文堂，1992年），駒村圭吾『ジャー
ナリズムの法理』155-156頁（嵯峨野書院，2001年），松井茂記『マス・メディア法入
門』290-294頁（日本評論社，第5版，2013年）を参照。
40）芦部・前掲注（39）304-305頁を参照。
41）長谷部・前掲注（ 9 ）81-82頁，駒村・前掲注（39）155-159頁，松井・前掲注（39）
292頁を参照。
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う疑問を呈しうる。放送をする自由と放送を視聴する自由とは，確かに同
じ憲法21条に由来するものである。しかし，言うまでもなく前者は表現を
する側の，そして後者は表現を受け取る側の問題である。従って，明らか
に問題の局面が異なる。そうだとすれば，仮に本判決が述べるとおり，放
送する側の自由に対する特殊な制約を含む制度「の枠を離れて被告が受信
設備を用いて放送を視聴する自由が憲法上保障されていると解することは
できない」としても，その理由は別途説明を要するだろう42）。換言すれば，
「放送を視聴する自由」が「放送をする自由」の枠組みに，当然には従属
しないはずであり，仮に従属するにしても，その理由は別途求められるは
ずである。この点は，次に述べる「知る権利」をめぐる従来の最高裁の認
識との関係でも看過できないであろう。
⑶　本判決の語る「国民の知る権利」とは何か
ⅰ．本判決の「論理のかなめ」としての「国民の知る権利」
前述した疑問は，本判決が語る「国民の知る権利」という観念との関係
でさらに深まる43）。すなわち，第一の点とも関係して，第二に，最高裁が
かかる制度が「憲法21条の保障する表現の自由の下で国民の知る権利を実
質的に充足すべく採用され」ている，としている点につき，以下のような
疑問を呈することができる。
そもそも本判決は，「国民の知る権利」に繰り返し言及する。まず，放
送の意義（前記判旨⒜）が「憲法21条が規定する表現の自由の保障の下で，
国民の知る権利を実質的に充足し，健全な民主主義の発達に寄与するもの
として，国民に広く普及されるべきもの」であるとして「国民の知る権
42）武田・前掲注（ 1 ）94頁を参照。
43）宍戸ほか・前掲注（ 1 ）23頁〔鈴木秀美発言〕は，二本立て体制の下でNHKの財政
基盤を受信料としたのは表現の自由の下で国民の知る権利を実質的に充足するためで
あるとした本判決の判旨につき，この「国民の知る権利」について「もう少し踏み込
んで論じてほしかった」と指摘する。
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利」に言及する。次にNHKの存立意義および事業運営の財源を受信料に
よりまかなうことの趣旨として「国民の知る権利を実質的に充足し健全な
民主主義の発達に寄与することを究極的な目的とし，そのために必要か
つ合理的な仕組みを形作ろうとするものである」ことだと述べて，「国民
の知る権利」に触れている。そして判旨⒣において，判旨⒞の趣旨，すな
わち「国民の知る権利を実質的に充足」するために「二本立て体制」と受
信料制度を採用するのだとしている点は，「その目的にかなう合理的なも
の」だとの判断が示されている。要するに，本判決では，現行制度の合理
性を支える重要な根拠として，「国民の知る権利」が用いられているので
あり，まさに本判決の「論理のかなめ」44）となっていると言える。
しかし，ここで次のような疑問が生じる。この論理が果たして，過去の
最高裁による知る権利に関する先例の論理と整合的であるといえるのか，
という疑問である。以下に述べるように，本判決にいう「国民の知る権
利」とは何かという点は，過去の先例との関係では必ずしも明確とは言え
ないであろう45）。
ⅱ．学説によって説かれてきた「知る権利」
先例との関係を考察する前に，学説における「知る権利」の理解を，ご
く簡単にではあるが，確認しておきたい。
44）土屋・前掲注（ 1 ）47頁。また，川岸・前掲注（ 1 ）58頁は「本判決の中心」に「憲
法21条の保障する表現の自由の下で国民の知る権利を実質的に充足するものとしての
二本立て体制における公共放送事業者としてのNHKという理解がある」と指摘する。
さらに，西土・前掲注（ 1 ）論究ジュリスト40頁は，「国民の知る権利の実質的な充足
の観点から二元体制の合理性を把握することが放送制度に固有の論理をつかむポイン
トになる」と指摘する。
45）宍戸ほか・前掲注（ 1 ）23頁〔鈴木発言〕は，本判決において説かれる「国民の知
る権利」が，「表現の自由の保障の中でどういうものなのかという説明」が全くなさ
れていない旨指摘する。また，川岸・前掲注（ 1 ）58頁は同発言を引用しつつ，「国民
の知る権利の内実は何かを本判決は深く分析していない」と指摘する。
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学説上，知る権利はおおよそ次のように説かれてきた。そもそも表現
の自由は，「当然に他者，すなわち思想・情報等の受け手の存在を前提に
しているから，発表の自由は享受（受領）の自由を伴わなければならな
い」46）。だが，20世紀に入ってから，「社会的に影響力をもつ有力なマス・
メディアが一部の企業体に集中する傾向が進むにつれて，それらによる
情報の独占ないし寡占の状況が生まれ，送り手と受け手との分離が顕著に
なってきた」47）ことなどにより，「表現の自由を実質化するために，受け手
の立場からその概念ないし意義を再構成し，送り手の自由……とならんで，
受け手の自由（聞く自由，読む自由，視
み
る自由）を保障する必要性がきわ
めて重要な問題となってきた」48）。これが今日の知る権利の背景に控える
問題意識（ある論者の表現を借りれば，「切実な問題」49））だった。
そして，知る権利は，「個人権であるとともに参政権的な性格を有し，
自由権としての側面と請求権ないし社会権としての側面とを併有する複合
的性格の権利である」50）と説かれている。
ⅲ．「知る権利」をめぐる判例
（国民の）知る権利をめぐる最高裁の先例として重要なものとして，い
わゆる博多駅テレビフィルム提出命令事件最高裁大法廷決定51）が挙げられ
る。同決定において最高裁が，「報道機関の報道は，民主主義社会におい
て，国民が国政に関与するにつき，重要な判断の資料を提供し，国民の
『知る権利』に奉仕するものである」と説いた上で，思想の表明の自由と
46）芦部・前掲注（39）244頁。
47）芦部・前掲注（39）245頁。
48）芦部・前掲注（39）244-245頁（ルビは原文）。なお，芦部信喜『憲法学Ⅰ 憲法総論』
115頁（有斐閣，1992年）をも参照。
49）長谷部恭男『憲法』219頁（新世社，第 7 版，2018年）
50）芦部・前掲注（39）262頁。
51）最大決昭和44年11月26日刑集23巻11号1490頁。
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並んで事実の報道の自由が憲法21条によって保障される旨の判断を示した
ことは周知の通りである。つまり最高裁によって，（国民の）知る権利が，
憲法21条による報道の自由の保障を根拠付ける観念として用いられてい
る52）のである53）。
また，先に紹介した知る権利の諸側面のうち，放送制度との関係で圧倒
的大多数の一般国民にとって実質的で重要な意義を持つのは，情報を阻害
されずに受領する権利としての知る権利であることは想像に難くない。つ
まり，知る権利（知る自由）の「自由権としての側面」が重要である。こ
の側面との関係で重要な最高裁判決として，たとえば「よど号」新聞記事
抹消事件最高裁大法廷判決54）が挙げられる。刑事施設の被収容者の新聞閲
読の自由に対する制限の合憲性が問題となったこの事件において，最高裁
は次のように述べている。すなわち，「各人が，自由に，さまざまな意見，
知識，情報に接し，これを摂取する機会をもつことは，その者が個人とし
て自己の思想及び人格を形成・発展させ，社会生活の中にこれを反映させ
ていくうえにおいて欠くことのできないものであり，また，民主主義社会
における思想及び情報の自由な伝達，交流の確保という基本的原理を真に
実効あるものたらしめるためにも，必要なところである。それゆえ，これ
らの意見，知識，情報の伝達の媒体である新聞紙，図書等の閲読の自由が
憲法上保障されるべきことは，思想及び良心の自由の不可侵を定めた憲
52）なお，いわゆる外務省機密漏洩事件最高裁決定（最一小決昭和53年 5 月31日刑集32
巻 3 号457頁）をも参照。
53）同決定（や，外務省機密漏洩事件最高裁決定）にみられる，報道の自由と知る権利
との関係についての理解は，学説においても共有されているといえるだろう。たとえ
ば，長谷部恭男『憲法学のフロンティア』171頁（岩波書店，1999年）は，「放送を含
めたマスメディアの自由は，何よりも豊かな情報を公平に享受すべき市民の『知る権
利』に奉仕するために存在する」と説く。
54）最大判昭和58年 6 月22日民集37巻 5 号793頁。
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法19条の規定や，表現の自由を保障した憲法21条の規定の趣旨，目的から，
いわばその派生原理として当然に導かれるところであり，また，すべて国
民は個人として尊重される旨を定めた憲法13条の規定の趣旨に沿うゆえん
でもあると考えられる」と。なお，この趣旨は，法廷におけるメモ採取の
自由が問題となったいわゆるレペタ事件最高裁大法廷判決55）でも基本的に
踏襲されている（もっともそこでは憲法21条 1 項の「趣旨，目的から，い
わばその派生原理として当然に導かれる」とされている）。
ⅳ．先例との関係で生じる疑問
以上，知る権利の観念との関係で重要な最高裁判決を概観した。以上の
諸判決を踏まえて，本判決を読み直すと，次の疑問が浮上する56）。
まず，博多駅テレビフィルム提出命令事件最高裁大法廷決定との関係で
次のような疑問を呈しうる。同決定によれば，報道の自由は「国民の『知
る権利』」に仕えるべきものと理解されている。逆ではない。そうだとす
ると，なぜ，「電波メディアによる報道の自由」57）である放送の自由を規律
する制度のありように，「国民の知る権利」の外延あるいは内実が規定さ
れなければならないのかについて，十分な説明が必要であろう。要するに
同決定と本判決との間の整合性が問われるはずである。本判決は，判旨
⒜にあるように，「放送は，憲法21条が規定する表現の自由の保障の下で，
国民の知る権利を実質的に充足」するためのものと位置づけている。本判
決によるこの判示からすれば，本判決は，博多駅テレビフィルム提出命令
事件最高裁決定以来の「報道の自由は『国民の知る権利』に仕えるべきも
の」という理解の延長線上に立っているはずである。そして，報道の自由
が「国民の知る権利」に仕えるべきものであること，また，表現の自由の
55）最大判平成 8 年 3 月 8 日民集43巻 2 号83頁。
56）この点については，土屋・前掲注（35）82-87頁を参照。
57）芦部・前掲注（39）301頁。
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保障根拠につき指摘される「自己実現の価値」と「自己統治の価値」に相
応する諸価値・原理にとって「欠くことのできない」「必要な」ものだと
するのであれば，そう簡単に現行「制度の枠を離れて被告が受信設備を用
いて放送を視聴する自由が憲法上保障されていると解することはできな
い」とは言えないはずである。仮に本判決が述べるように「放送を視聴す
る自由」が，その程度はともかく制度に依存する性格のものであることを
承認するにせよ，たとえば，後述する点と重複するが，「よど号」新聞記
事抹消事件最高裁大法廷判決やレペタ事件最高裁大法廷判決において示さ
れるような憲法上の諸価値に優越する制度上の理由があるのかどうかもま
た，問われるべきである58）。
次に，「よど号」新聞記事抹消事件最高裁大法廷判決，そしてレペタ事
件最高裁大法廷判決の論理からすれば「各人が，自由に，さまざまな意見，
58）なお，「知る権利」の観念との関係で，民法研究者から興味深い指摘がなされてい
ることに留意したい。西島良尚「典型契約・冒頭規定の強行法性」近江幸治・椿寿
夫編著『強行法・任意法の研究』255頁注（58）（成文堂，2018年）は，本判決につき，
契約法理論の観点からも，憲法，特に表現の自由の観点からも批判的検討を行う必要
があると指摘した上で，次のように論じる。すなわち，「個人の『知る権利』（どのよ
うな情報源を選択して『知る』かも含めた，民主主義の根幹に関わる『表現の自由』
に内包される重要な基本的人権である）は，私法上においても『私的自治の原則』に
内包される精神的自由の重要な要素であり，同原則から，こうした精神的自由に深く
関わる場面では，『契約自由の原則』に対し，その『自由』の原則が強く堅持される
要請がはたらく場面であると考える」と。憲法と民法とにまたがる大きな問題提起で
あり，さしあたり次の点を指摘するにとどまらざるを得ない。精神的自由が「私法上
においても『私的自治の原則』に内包される」という理解を前提とするならば，私法
上も，議論の対象となっている契約につき，いかなる精神的自由に対し，いかなる影
響を及ぼすものなのか（当該精神的自由の保障をいかなる意味・側面において実質化
するのか，あるいは逆に制限ないし拘束するのか，など）という観点から綿密に吟味
されるべきであろう。受信契約も，契約という形式・法律構成を採るのであれば，こ
の観点からの吟味が不可欠なはずである。
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知識，情報に接し，これを摂取する機会」は，表現の自由の保障根拠につ
き指摘される「自己実現の価値」と「自己統治の価値」に相応する諸価値・
原理にとって「欠くことのできない」「必要な」ものだと位置づけられる。
そして，とりわけ「よど号」新聞記事抹消事件最高裁大法廷判決によれば，
さまざまな「意見，知識，情報の伝達の媒体である新聞紙，図書等の閲読
の自由」は「憲法19条」「憲法21条の規定の趣旨，目的から，いわばその
派生原理として当然に導かれる」ものであるのみならず，「憲法13条の規
定の趣旨に沿う」ものですらある。要するに，新聞や図書を通じてさまざ
まな「意見，知識，情報に接し，これを摂取する機会」は，個人の人格的
利益に極めて密接に関係する利益だと位置づけられているのである。そ
して，この考えを敷衍するならば，情報に接する機会そのものを阻害され
ない，ということのみならず，各人が「自由に，さまざまな」意見等を摂
取すること，つまり各人の自主的な判断において情報を取捨選択すること，
言い換えれば選択的に情報を受領することを阻害されないことが保障され
ていると考えるべきであろう。なお，本判決における岡部喜代子裁判官の
補足意見は，レペタ事件最高裁大法廷判決を引用して，同判決が「情報摂
取の自由を認めている」ことを確認した上で，情報摂取の自由には「情報
を摂取しない自由（情報を摂取することを強制されない自由）」が含まれ
る旨を指摘している。
ところが，テレビジョン放送を通じて国民が「知る権利を実質的に充
足」させようとするならば，多くの場合，NHKとの受信契約を締結しな
ければならないし，当該契約の効果として受信料支払債務を履行しなけれ
ばならない。この受信料支払債務を忌避したい59）とするならば，現行法上
59）なお，支払義務の忌避理由が，単なる経済的理由などではなく，個人の「人生観，
世界観」に関わる場合，ことは深刻である。本件では争われなかったが，別途，憲法
19条が保障する思想及び良心の自由の問題が生じる可能性があるはずである。本件
では当初，被告はNHKによる予備的請求 3 （不当利得返還請求）に対して，「被告は，
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国民が取り得る手段は，受信設備を所有しない，あるいは廃止するのみで
ある60）。このことは，結果として「自主的判断による特定の放送による情
報の拒否（＝NHK放送の拒否）が同時に自主的判断によらない他の放送
による情報の遮断（＝NHK以外の放送の受信不能）」をも必然的に強制さ
れる」61）ことになる。そして，それについては，「NHK放送以外の放送に
よって情報を「『知るのを妨害されない権利』」62）が侵害されている，とい
反日的な放送をする原告を嫌悪して，原告の放送は全く見ていないのであって，何ら
利得はない」旨主張している。被告のこの主張の具体的当否はともかくとしても，こ
こで確認すべきなのは，支払義務を忌避する理由が個人の「人生観，世界観」に関わ
るものである場合，それでもなお支払義務を強制することが憲法（19条）に反しない
といえるのか，という問題が生じうることである。この点については，土屋・前掲注
（35）69-82頁を参照。なお，東京地判平成21年 7 月28日判例時報2053号57頁は，「『テ
レビ番組の制作において政治的介入を許容するような原告には放送受信料を支払いた
くない。』，『豊かで良い放送を行うために支払われた放送受信料を不正に流用するよ
うな原告には放送受信料を支払いたくない。』，『政治的介入や不正流用について何ら
説明責任を尽くさないような原告には放送受信料を支払いたくない。』という認識・
判断」は「一つの物の見方・考え方として尊重されなければならない」としつつも，
本規定（の前身である放送法旧32条 1 項）は，「被告らの認識自体の変更を迫ったり，
その認識故に不利益を課すものでない」として，本規定が憲法19条に反するとの主張
を退けている。また，この事件の控訴審である東京高判平成22年 6 月29日判例時報
2104号40頁は，憲法19条で保障される「内心」とは，「特定の歴史観，世界観等の人
格形成に関わる内心を指す」としたうえで，NHKの「放送に対する嫌悪感や法で定
められた放送受信料の支払いを回避したいという内心」が「これに含まれないことは
明らか」だとしている。しかし，この理解を前提としてもなお，前述した憲法19条違
反か否かの問題が生じる可能性は残されていることになるはずである（なお，この事
件は，被告と原告〔NHK〕との間で「自由な意思に基づいて」放送受信契約を締結
したことが前提とされている。また，本件に対する上告及び上告受理申立はそれぞれ
棄却・不受理決定がなされている）。
60）土屋・前掲注（ 1 ）47頁を参照。
61）土屋・前掲注（35）85頁。
62）同前。
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う評価も可能だろう63）。
もちろん，先の「よど号」新聞記事抹消事件判決はあくまで「新聞紙，
図書等の閲読の自由」の問題であって，テレビジョン放送を視聴する自由
には妥当せず，別論である，という考えもあり得よう。だが，そうだとし
ても先述の通り，本判決の論理は「放送をする自由」に対する特殊な制約
が認められるとするその根拠から出発して，特段の説明なく「放送を視聴
する自由」を論じているに過ぎない。他方テレビジョン放送の「受信設備
を用いて放送を視聴する自由」と「新聞紙，図書等の閲読の自由」の双方
とも，マス・メディアを通じて情報を「知る自由」である点に相違はな
い。「よど号」新聞記事抹消事件判決に見られる「新聞紙，図書等の閲読
の自由」と「受信設備を用いて放送を視聴する自由」が根本的に異なると
63）この問題は，受信契約の締結を要することになる「受信設備」の意義が必ずしも明
確とは言いがたい点を併せて考えると，なお一層検討を要するであろう。金澤・前
掲注（ 6 ）174頁によると，本規定にいわゆる「協会の放送を受信することができる
受信設備」とは，「通常の空中線により協会の放送を受信できる構造を有する受信設
備」のことを指すという。ただ，現実の運用の問題としては，「協会の放送を受信す
ることができる受信設備」を備えたか否かの判断は，NHKに委ねられている。そし
て，「日本放送協会受信規約」 1 条 2 項によると，「テレビジョン受信機を設置（使用
0 0
できる状態
0 0 0 0 0
におくことをいう……。）した者」は受信契約を締結しなければならない
（傍点は引用者）。この「使用できる状態」の解釈によっては，次のような帰結も導出
可能であろう。すなわち，たとえばマンション等の集合住宅のように個々の部屋にあ
らかじめテレビジョン放送を受信できるアンテナやケーブルテレビ等に接続できる設
備が整備されているような不動産の借主が，DVDプレーヤー等で映画等を鑑賞した
り，テレビゲーム機を利用したりすることを目的としてテレビジョン受信機を設置し
た場合，理論的にはアンテナとの接続が可能（すなわち，テレビジョン放送の視聴が
物理的には可能）であれば，受信規約にいう「使用できる状態」と解する余地がある。
これを回避するためには，テレビジョン放送の受信機能のないモニターを購入するか，
あるいはそもそもDVD等の鑑賞等を断念するかしかない。そうだとすると，単純に
「テレビジョン放送」を視聴する自由にとどまらない問題が生じる可能性がある。こ
の問題を指摘するものとして，平野・前掲注（18）33頁を参照。
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いうことを論証しなければならないはずである64）。岡部裁判官の補足意見
も，前述の通り「情報を摂取しない自由」を含む「情報摂取の自由」に言
及するものの，結果的には法廷意見を支持するにとどまるものであり，こ
れらの解明には及ばないものと評価せざるを得ない。
⑷　受信「契約の締結」強制の合理性
本判決は，受信料を負担させるにあたり受信契約の締結を強制する
という方法が憲法上許容されるかという点につき，判旨ⅰにあるように，
NHKが「基本的には，受信設備設置者の理解を得て，その負担により支
64）本論中で「『新聞紙，図書等の閲読の自由』の問題であって，テレビジョン放送を
視聴する自由には妥当せず，別論である，という考えもあり得」る旨，指摘したが，
さらに言えば，本判決が言う「国民の知る権利」，博多駅テレビフィルム提出命令事
件最高裁決定が言う「国民の『知る権利』」，そして「よど号」新聞記事抹消事件判決
に言う「意見，知識，情報の伝達の媒体である新聞紙，図書等の閲読の自由」とが相
互に異なるものである，という考えもあり得るだろう。だが，そうだとするならば，
（なおさら）相互の異同が問われるべきであろう。川岸・前掲注（ 1 ）58頁は，本判決
における「国民の知る権利」が，「情報開示請求権としての知る権利とは異なり，市
民が直接行使できない性質のもの」であって，「それを充足するための制度によって
結果として知る権利が保障されるのであり，市民はあくまでも制度の反射効として恩
恵を受けるだけの存在」となっているが，「果してそれでよいのであろうか」と指摘
する。その上で「放送の自由は目的合理的に構成されるにしても，自由で民主的な社
会では公共放送がもたらす基本的情報へのアクセスが個人の権利と捉える構想も検討
に値しよう」と述べる。本稿は「情報開示請求権としての知る権利」ではなく，自由
権としての知る権利との関係を考えるが，その点はともかくとしても，同評釈の指摘
は，知る権利に複数の異なる側面があることを前提としたものだと思われる。学説が
語る「知る権利」と，判例に現れる「国民の知る権利」との異同が問われなければ
ならない。なお，宍戸ほか・前掲注（ 1 ）23頁〔鈴木発言〕は，博多駅テレビフィル
ム提出命令事件最高裁決定では「国民の『知る権利』」と表記されていたが，本判決
では「知る権利」の語からかぎかっこが外されており，「あたかも厳然として知る権
利があるという前提で，合憲性が説明されています」と指摘する。「国民の『知る権
利』」と「国民の知る権利」との異同も問われるべきである。
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えられて存立することが期待される事業体であることに沿うものであり，
現に，放送法施行後長期間にわたり，原告が，任意に締結された受信契約
に基づいて受信料を収受することによって存立し，同法の目的の達成のた
めの業務を遂行してきたことからも相当な方法である」と評価する。
しかし，本判決が説くように，「放送法施行後長期間にわたり，原告が，
任意に締結された受信契約に基づいて受信料を収受する」というやり方が
本当に「相当な方法」であったか否かについては，疑問を差し挟みうる。
もちろんこの点については，「罰則を背景としていないにもかかわらず，
受信契約の契約率が 8 割に及ぶという事実」があり，そしてその事実が
「大方の視聴者がNHKの番組作りに強い違和感を抱いていないことを示し
ている」65）という推測も成り立ちうる。だからこそ「相当な方法」との評
価も成立しうると考えることもできよう。また，前述の通り，最高裁が述
べるように，NHKが「受信設備設置者の理解を得て，その負担により支
えられて存立することが期待される事業体」として，「現に」放送法施行
後長期間にわたり「任意に」締結された受信料に基づいて存立してきた，
と考えることもできるだろう。
しかし，本規定が法的強制力を持つ規定だという理解を前提とするなら
ば，本規定により締結を強制する裏付けを持った受信契約は，常に受信設
備設置者の純粋な「任意に」基づいているとは限らないはずである。つま
り，受信設備設置者の中には，好むと好まざるとにかかわらず受信契約の
締結はしなければならないものという理解の下にやむを得ず契約を締結し
ている者も含まれるはずであり，本判決に見られる推論が留保なく成立す
るかは慎重な考慮を要する。日本においてテレビジョン放送を享受するた
めには，受信契約を締結することが必須となるから契約することを選択
せざるを得ない，という人々が本当にいないのか。かかる疑いを差し挟む
65）長谷部・前掲注（ 1 ） 6 頁。
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余地がある以上，受信設備設置者が皆，本当に受信契約とその背景にある
NHKの存立意義を真に「理解」したうえで，受信契約を真に「任意に締
結」しているかどうかは必ずしも明確ではない。そうだとすれば，法的強
制力を伴う規定の裏付けのある規定を正当化するに際して，契約締結を強
制される側の「任意」性を前面に押し出す正当化の仕方が妥当かどうかに
は疑問を呈する余地がある66）。
結―まとめと残された課題―
1 ．本稿のまとめ
以上で本稿の考察を終える。最後に本稿の分析と検討を要約し，併せて，
今後検討すべき課題を指摘して本稿を閉じる。
いわゆるNHK受信料訴訟大法廷判決は，受信設備設置者に対してNHK
との間で受信契約を締結しなければならないとする放送法64条 1 項は訓示
規定ではなく法的強制力を持った規定であること，そしてそれは憲法13条，
21条，29条に違反しないことを確認した。しかし，本稿Ⅱにおいて詳述し
たように，その論拠は決して妥当なものとは言えない。そもそも民法学説
においては本規定による受信契約の締結強制に疑問を差し挟む見解は少な
くない。また，本規定の合憲性を根拠づける論理についても，「放送を視
聴する自由」の位置づけの問題，知る権利の観念についての最高裁の先例
66）なお，宍戸ほか・前掲注（ 1 ）25頁〔山本和彦発言〕は，本判決が「本来は任意に
受信設備設置者の理解を得て，その負担により支えられて存立することが期待されて
いるという，ある意味ではコミュニケーションのツールとして，契約の締結という形
が望ましいという説明をしている」が，「それは最終的に契約を締結する相手方との
間では確かにそうなのかもしれないのですが，最後に強制させられる人との関係でも，
同じように合理化できるものなのか」と指摘する。
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との関係など，多くの疑問を残すものであった。論者によっては「あまり
の粗雑さ」67）との厳しい評価さえ見られる。本稿における考察からいって
も，かかる評価は致し方ないと言わざるを得ない。
2 ．残された課題
以下，本判決によってなお残された課題であると考えられる点を指摘する。
それは，（受信）契約という形式・法律構成を採用し続けることの合理
性を問い直す必要がある，ということである。直接には，本稿Ⅱ章 2 節
（ 3 ）で指摘した受信「契約の締結」強制の合理性という問題に関わる。
すでに明らかにされているように68），本規定による受信契約締結の強制
は，はじめからその内容で立法されたわけではない。むしろ，1950年の放
送法制定に至るまでに，変遷を経ていることに注意する必要がある。すな
わち，当初は受信料を「支払わねばならない」とする規定案が策定された
ものの，その後，受信設備の設置をもってNHKとの受信契約の締結を擬
制する旨の規定案を経て，今日のような「契約をしなければならない」す
なわち契約締結の強制を内容とする規定に至ったという経緯が存在する。
これは，「受信料確保のための強制措置という要素を極力減らし，あくま
でも受信者と日本放送協会との『契約』を重視するという方向に内容が変
化していった」69）との評価もある。
しかし，「契約自由の原則」が存在するはずの契約という形式・法律構
成を「強制」するのはなぜなのか。民事法研究者からは次のような指摘が
なされている。すなわち「パブリックなものだから，公的に資金を負担さ
せるべきだという議論であれば，契約の締結みたいなことを前提とせず，
67）土屋・前掲注（ 1 ）46頁。
68）村上・前掲注（ 2 ）35頁以下を参照。
69）村上・前掲注（ 2 ）46頁。
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公的な形でその資金を徴収するというほうが，フィットしている」のであ
り，「他方で契約という意思の合致を負担の根拠にするのであれば，……
平時においては自分は見る，自分は見ないということで，契約します，契
約しませんとしたほうが，契約の締結という方面から受信料を説明するの
には現在では合理的な感じがして，そこで契約を強制するという非常に例
外的な制度設計にしているというのが，我々民事法学者にはやや納得が難
しい」70）と。これに対して憲法研究者から次のような応答がなされている。
すなわち，「契約という形式を借りているところが，この仕組みにあるこ
とは確かに否めない」が，「判決文で積極的な位置づけを与えているとす
れば，契約という形式を借りているかもしれないけれども，そのことに
よって受信設備を設置してNHKを支える人から，受信契約を締結するこ
との理解を得るという形で，言わば積極的に支えてもらう。NHKはそう
いうものであったし，今後もそうでなければいけないというイメージがこ
の判決の中で書かれており，特殊な負担金という概念に逃げ込まなかった
のが 1 つの特徴」71）であると。
受信「契約」という形式・法律構成を採用すべき積極的な意義があると
するならば，この指摘に見られるように受信設備設置者の理解に支えられ
たNHK像，放送制度像とでも言うべきイメージが，本規定や本判決の前
提にある，ということができるのかもしれない。
もちろん，それは理想ではあろう。また，確かに論者によって指摘72）さ
れるように，本判決は明示的に受信料が「（特殊な）負担金」であるとの
認識を示しているというわけではない73）。しかし，判旨⒝に示されている，
70）宍戸ほか・前掲注（ 1 ）19頁〔山本発言〕。
71）宍戸ほか・前掲注（ 1 ）20頁〔宍戸発言〕。
72）宍戸ほか・前掲注（ 1 ）20頁〔宍戸発言，および音好宏発言〕
73）なお，被告側代理人弁護士は，本判決が「特殊な負担金」という言葉を用いなかっ
たという点につき，「これはそのような言い方をすると租税法律主義との矛盾を突か
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NHKの「財源についての仕組み」についての理解は，受信料を「特殊な
負担金」とする理解に整合的なものであろう。また，本稿脚注（29）におい
て紹介したように，本判決の後にあっても政府は，受信料は「特殊な負担
金」であるという理解に立っている。これらを鑑み，かつ，受信料につき，
今後もNHKを視聴するか否かに関わらず，NHKを，ひいては放送制度全
体を支える「特殊な負担金」としての性格を貫徹させ，受信設備設置者か
ら負担金を（強制的に）徴収する，というのであれば，もはやこうした
「負担金」としての受信料を徴収する仕組みとして「契約」という構成を
取り続けることは，やはり不適切なのではないか，という疑問がつきまと
う74）。この点に関しては，今から遡ること50年以上前の1964年に臨時放送
関係法制調査会の答申書が，受信料の性質につき「特殊な負担金と解すべ
きである」との理解を前提にしたうえで，「現行放送法は，受信料の徴収
と支払いの法律関係を『受信契約』の強制という形で表現しているが，『契
約』の語を用いることは，実際の法律関係を誤解させるおそれがある。こ
のような擬制を行わないで，直接に支払義務を規定し，法律関係を簡明に
することが望ましい」75）と指摘していることを，改めて想起すべきであろ
う。また，本判決に寄せて「本判決の結果，放送受信契約は，もはや『契
約』というよりは『普通の負担金』の支払い手続に近いものとなってし
まった」のであり，「ここまで『契約』からかけ離れたところまで来てし
れると思ったからであろうか」との推測を示す。高池・前掲注（ 1 ）19頁。
74）平野・前掲注（ 1 ）2-3頁は，「受信料支払義務は，契約とは形だけの租税類似の特
殊な負担金の徴収方法に過ぎず」，「受信契約という形式がとられたことを過度に
0 0 0
重視
すべきではない」とする一方で（傍点は原文），「この特殊な負担金の徴収という目的
のための方法として今の方法がよいのか，違憲性までささやかれており，法改正が検
討されるべき時期に来ている現在，これを放置することは立法の怠慢とさえいえる」
と断じる。
75）『臨時放送関係法制調査会答申書』82頁。
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まった以上，今度は，『租税』類似の公課の一種として，その賦課の内容，
賦課手続について法律上の規定が整備されなければならない」76）という指
摘が加えられている77）。こうした指摘をここで真剣に考慮すべきである78）。
もちろん，原告NHKは「任意」に基づく受信契約の締結を求めている
のであろうし，その努力を積み重ねてもいるのだろう。しかし，繰り返し
になるが，本規定に法的強制力を肯定するのであれば，少なくとも受信設
備を設置しようとする者にとって，受信契約締結の可否は純粋に「任意」
に決められる問題ではない。本判決の理解を前提にするならば，受信設備
を設置すれば，受信契約の締結はほぼ不可避となる。そうだとすると，前
述したようにテレビジョン放送を享受するためにやむを得ず締結してい
76）木下・前掲注（ 1 ） 6 頁。
77）また，宍戸ほか・前掲注（ 1 ）26頁〔宍戸発言〕は，受信契約は「受信者もNHKも
契約の最も重要な要素，締結するかしないかを決めるにあたって最大の，おそらく唯
一の要素になっている受信料額についてすら決められなくて，国会というルートに任
せている」という「かなり特殊な契約」であり，「そういったものについて，もはや
『契約』と言うのをやめるべきだというのは，私もその通りだろうとも思います」と
指摘する。
78）ただし，本規定に基づき，民事法の枠内で受信契約の締結を強制するという仕組み
よりも強力な強制手段を採用した場合，その合憲性は別途問題になる。とりわけ，本
判決の判旨⒥が，「放送法64条 1 項は，受信設備設置者に対し，上記のような内容の
受信契約の締結を強制するにとどまる
0 0 0 0 0
と解されるから，前記の同法の目的を達成する
のに必要かつ合理的な範囲内のもの
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
として，憲法上許容される」（傍点は本稿筆者）
としている点に留意を要しよう。この判示からすれば，現行の「受信契約の締結を強
制するにとどま」らないものとなった場合には，「憲法上許容される」か否か，独立
の問題として浮上するはずである。租税類似のものとして受信料制度を再編すれば問
題が解消する，ということには，当然にはならないであろう。少なくとも，受信契約
を締結しない（受信料を支払わない）者を「異端者」と見なして，「協力を渋る異端
者に対しては全体の意思で強制力を加える」（荘・前掲注（ 6 ）260頁）ようなやり方は，
憲法上許容される可能性が著しく低いと考えるべきではなかろうか。なお，ここに引
用した荘・前掲注（ 6 ）260頁の主張と関連して，土屋・前掲注（35）110-112頁を参照。
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る人々もそれなりにいる可能性が否定できなくなる以上（現実にいるかど
うか，また，その数がどの程度なのかは，ここでは重要な問題ではない），
そもそも「自由」が「原則」であるはずの契約という形式・法律構成を採
用することが，最高裁がいうように「相当な方法」であるといえるかどう
かは，間違いなく一考を要する問題である。むしろ，本来契約自由の原則
に支えられた，「合意」に基づく法律行為としての「契約」という形式・
法律構成を採用することが，「任意」に基づいているとは言えないような
現実を覆い隠し，「受信設備設置者の『理解』に基づく『任意』によって
NHKが支えられている」という「事実」を生ぜしめるために，いわば仮
装的に利用されているに過ぎないのではないか，という疑いも生じるだろ
う。このように契約という形式・法律構成を仮装のために利用している疑
いが生じるならば，契約という形式・法律構成を採用することの正当性が
問われなければならないはずであるし，契約という形式・法律構成が単な
る仮装ではない，ということであれば，契約自由の原則（言うまでもなく，
契約自由の原則とは「市場経済を基盤とする近代民法の最重要の原則の 1
つ」であり，「契約を締結するか否かの自由は，この原則に基づき，強く
保障され，人はその意思に反して契約の締結を強制されないことが基本と
されている」79））の見地から，受信契約の締結を強制することの合理性を
綿密に吟味する必要があろう。
そして，仮に受信「契約」という構成を維持するのであるならば，少な
くとも「契約」と称するにふさわしい実質を伴う制度に改善する必要が多
分にあると考えられる。たとえば，NHKによるテレビジョン放送をスク
ランブル化し，NHKの存立意義を真に「理解」する受信設備設置者との，
真に「任意」に基づく受信契約によって支えられる公共放送を志向するの
79）伊藤・前掲注（21）43頁。
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も一案80）であろう。本規定の「強制だが契約締結義務にとどまるという中
途半端さ」に積極的意味を見出す見解81）もあり，確かにそうした側面は認
められ得るであろう82）。しかし契約自由の原則に立脚するはずの契約とい
80）土屋・前掲注（ 1 ）51頁は，「受信料問題の最終的解決の方法」としてスクランブル
化（暗号化）放送の実施を主張する。また，近江・前掲注（ 1 ）127頁も，スクランブ
ル化により「金を払わないで聴取してしまういわゆる『タダ見』の発生を避けること
ができよう。見ない人（見たくない人）までに聴取の『対価』である受信料を徴収す
ることは，不当であろう」（脚注省略）と指摘する。
　　もっとも，NHKはホームページ上でスクランブル化を行わない理由として，NHK
が担っている役割と矛盾するため，公共放送としては問題があると考える旨述べてい
る（http://www.nhk.or.jp/faq-corner/2jushinryou/01/02-01-08.html 最終閲覧：2018年
11月 4 日）。
81）浅妻・前掲注（ 1 ）50頁は，「現行法の契約締結義務」という体裁は，「放送への民
主的統制は弱くあるべし」「公共放送財源は対価性の弱いものであるべし」そして「徴
収の便宜から強制性を強める」という 3 つの観点の「妙味ある妥協点と理解できる」
と述べる。
82）なお，内山敏和「訪問販売としての受信契約？―NHKの公共性と受信『契約』
制度のジレンマ―」北海学園大学法学研究47巻 2 号117頁（2011年）は，「消費者は，
契約をしないことによって，結果，需要が下がることによって供給者に対して，メ
ッセージを送るわけである。このような視点が，NHKにも考えられるのではないか。
つまり，自由意志による契約締結という契約法本来の理念を重視することによって，
NHKの公共性の多様化が図られるのではないだろうか。契約の締結の有無を通じて，
NHKに対してメッセージを送ることができる」と指摘する。また，宍戸ほか・前掲
注（ 1 ）26頁〔宍戸発言〕は，「これは見掛けの問題ではあるかもしれませんが」と留
保しつつ，「公共放送事業体が非常に強権的に，国の権力を使って運営されていると
いう，国営放送化するよりは，少なくとも汗をかかせて，受信料を支払う人たちも最
後は契約という形をとるというところに 1 つ重きを置いている，あえて言えばそうい
う見方もできるのかなと思います」と指摘する（なお，宍戸ほか・前掲注（ 1 ）26頁
〔山本発言〕をもあわせて参照）。こうした指摘を踏まえて考えると，（受信）契約と
いう形式・法律構成を採用することには，NHKという公共放送事業体と受信設備設
置者との「コミュニケーション」の回路としての役割を期待する，という考えもあり
得るように思われる。この期待が適切・妥当なものと言えるかについては，多分に疑
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う形式・法律構成を採用し続けるというのであれば，やはりそれにふさわ
しい用い方を，まずは模索するべきであろう。
なお，ここまでに述べてきたことに関連して次のことを指摘しておきた
い。報道によれば，本判決が下された後，2017年12月から2018年 3 月まで
の間に，受信設備設置者からの申し出（申込）による契約件数は前年度同
期よりも約10万件増えたとされる83）。とりわけ，本判決が下された2017年
12月におけるその増加数は通常月の 5 倍を超す約56,000件だったという84）。
あるいは，本判決を契機として，本判決が述べるような，放送法に定めら
れたNHK「の目的，業務内容等」についての受信設備設置者の「理解」
が急速に広まったのかもしれない。本判決の立場からすれば，喜ばしいこ
とといえるだろう。だが，本判決が下された翌日の報道には，「NHK受信
料，実質義務」85），「NHK受信料『合憲』　最高裁，契約義務で初判断」86）
など，放送法64条 1 項が法的強制力を有し，国民に「義務」を課す趣旨の
規定である側面を強調するものも多くみられる。そのことをも踏まえると，
問の余地があるが（土屋・前掲注（35）98-99頁を参照），仮にそのような期待が成り
立つとしても，本判決は，受信設備設置者とNHKとの「コミュニケーション」の回
路を絶ち，「メッセージ」を送る機会を奪ってしまった可能性がある。木下・前掲注
（ 1 ） 6 頁は，「本判決が，事実上，受信料不払い運動の芽を摘んでしまった」もので
あり，「NHKが不祥事を起こした際などにNHK側の説明責任を果たさせる契機」とな
ってきた「受信料拒否という『抗議』の途が絶たれた」と指摘する。また，宍戸ほか・
前掲注（ 1 ）25頁〔音発言〕も，「今回の判決を出すにあたって，受信料を支払う人た
ちに一方的な形にならないような拒否権というのでしょうか，『拒否』という言葉は
やや強いのかもしれませんが，少なくとも今のNHKに対して不満であるとか，今の
NHKに対してものを言いたいという権利というものを，何らかの形で残す必要はな
かったか」と指摘する。
83）朝日新聞2018年 5 月11日朝刊29面。
84）同前。
85）朝日新聞2017年12月 7 日朝刊 1 面。
86）日本経済新聞2017年12月 7 日朝刊 1 面。
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制度趣旨の理解を云々する前に「法律上の義務だからやむを得ない」と
いった消極的な理由（その意味で純粋な「任意」とは言いがたい理由）で
締結をした人も少なくなかったのではないか，との疑いを差し挟む余地が
ある87）。仮にそうだとすれば，本判決の前提はそれほど堅固で確かなもの
とは言えない可能性がある。
（以上）
追記 1 ：本稿執筆に際して，西島良尚教授（本学法学部，民法）からご助
言を頂戴した。記して感謝申し上げる。無論，本稿の内容についての責任
の一切は本稿筆者に帰属する。
追記 2 ：本稿校正時に，「［特集］放送とは何か」法学セミナー768号15頁以
下（2018年）に接した。本稿の考察との関係では，西土彰一郎「制度的自
由としての放送の自由」（30-35頁），宍戸常寿「公共放送と受信料」（44-49
頁）など，検討を要する論稿が含まれているが，残念ながらこれらに言及
することはできなかった。さらなる考察については他日を期したい。
87）この点と関連して，受信契約締結等にまつわるトラブルの増加も懸念事項として指
摘されるべきであろう。土屋・前掲注（ 1 ）51頁は，受信料の「徴収の強化」ととも
に，受信契約や受信料支払いに関する苦情等についての，全国の消費生活センターへ
の相談件数が急増していることを指摘する。また，報道では，受信料をめぐる消費生
活センターへの相談が，2007年度から2016年度の10年間でおよそ55,000件を数えると
伝えられている。「NHK受信料，消費生活センターへの相談10年間で『 5 万 5 千件』
…裁判記録から判明」弁護士ドットコムニュース2017年 6 月29日付（https://www.
bengo4.com/internet/n_6291/ 2018年11月 4 日最終閲覧）。受信契約締結が行われて
いる現場においては，本判決が述べるような「受信設備設置者に対し，同法に定めら
れた原告の目的，業務内容等を説明するなどして，受信契約の締結に理解が得られる
ように努め，これに応じて受信契約を締結する受信設備設置者に支えられて運営され
ていく」という「望ましい」在り方が果たして実現されているのか，疑問を差し挟み
うるであろう。
